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おわりに
はじめに
製品の欠陥によって消費者や第三者が人的・物的な損害を蒙る事件、っ
まり、製造（生産）物責任（ProductLiabilityニPL）と名付けられる事件が世
界的に注目されるようになったのは、1960年代に入ってからである（1）。
自動車、建造物、工作機械、化粧品、食品、医薬品など、欠陥として問題
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となった製品の種類は多岐にわたっているが、これらの中で化学品を合成
してっくる医薬品は、もともと身体に向けて施薬することを目的とした商
品だけに、今日の大量生産、販売を前提とする時代においては、その被害
（薬害）の及ぶ範囲は広大であり、また損害の額も巨大となり、社会的に
も大間題となったのは当然である。事実わが国でも、睡眠薬サリドマイド
事件が噛矢となって、P　L事件が社会問題化し、その後も整腸剤キノホル
ムによるスモン事件と、深刻な事件が相続いたことは既に歴史として記録
されるにいたっている（2）。
　製造物責任（P　L）において医薬品が他の製品とは根本的に異なって特
別な性格を持っのは、それ自体の構造、組成において医薬品がすでに欠陥
製品として捉えられうる性格を持っているということである。っまり、い
かに製造工程において品質管理を行なおうが、それとは無関係に、医薬品
はP　L問題を惹起しうる製品なのだということである。このことは、医薬
品それ自体が人体にとっては異物であり、用い方によっては有害な毒物と
なりうる製品であるということを意味している。この点において、異物が
混入したとか、あるいは製品設計ミスであったとか、たまたまその製品だ
けが検査ミスで品質欠陥を見逃されて出荷されたものであったとかが製造
物責任上の過失とされる他の種類の製品とは、医薬品は根本的に異なって
いるのである。ヒトがこの製品を使用するのは、専ら病気の治療という目
的のために利害特質を比較考量して、害を最小限に抑える用法、用量のも
とで、あえてこれを用いているのである（3）。したがって医薬品における
製造物責任とは、この製品を用いる者、それは医師の処方なしに薬局での
販売を前提とした大衆薬（OverTheCounterDrugニOTC）の場合には一般消
費者であり、病院の医師による患者への施薬を前提とした医家向け医薬品
（EthicalDrug）・あるいは処方薬（PrescriptionDrug）と呼ばれる薬品の場
合には医師ということになるのだが、これらの者に対して適切な警告
（waming）が製薬会社や販売会社等から与えられていたか否かが間題とな
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ることになる（4）。世界で最も早くP　Lへの対応に取り組んだ米国では、
著名な裁判官、弁護士、大学教授等で構成された団体であるアメリカ法律
家協会（AmericanLawlnstitute）が、すでに1965年に権威あるRest帥ement
のうち不法行為（Tort）分野での書き替えを行なって、第402条（Section）
Aに厳格責任（StrictLiability）が規定された（5）。そこには詳細な注釈が
OfficialCommentsの形で列挙されているが、医薬品にっいても、その中
の「j」と「k」において、殊更に警告（warning）の必要性が力説されて
いる（6）。
　これら関係者の懸命な努力によって、医薬品のPL問題の解決が大いに
期待された米国で（7）、1970年代に入って予想もしない複雑な大事件が発
　　　　　　　　　び生した。この事件によつて、P　Lの範疇をこえて一般の不法行為、それも
民事上の共同不法行為の理論の形成にっながる新しい法理論がCalifomia
州を中心に次々と各裁判所によって生み出され、いまだに定説としての位
置をどの理論も確保していないと書ってよい状況にある。これが以下に紹
介する米国でのD　E　S事件における各理論である。
1．D：E　S事件の概要
　DE　SとはDi－Ethi1－Stilbestero1の略で、女性ホルモンrエストローゲ
ン」の合成化学品のことである（8）。1937年にイギリスの化学者E．C，
Dodds博士が初めて合成に成功したのであるが、それまでは、天然のエス
トローゲンが1920年代から更年期障害の治療に用いられていた。しかし天
然のものは、コストが高く、また経口投与ができないので啓部注射によら
ざるをえず、しかもしばしぱ化膿するため、あまり用いられていなかった。
　Dr．Doddsが特許を取得しなかったので、誰でもこの合成エストローゲ
ンを企業化することができる状態にあった。1940年・製薬会社10社によっ
て米国F　DA（連邦食品薬務局）に更年期障害などを薬効として（9）妊婦に
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関係のない服用（5mg）を前提に申請され、F　DAの要求により1941年に
EliLilly社が座長となって、4社が小委員会（asmallcommittee）を形成し
てデータの蒐集にあたりマスター・ファイルを作成提出した結果、同年9
月に承認を得て発売が開始された（その時、点では12社が申請していた）もので
ある。その後1944年に男性の前立腺癌の治療薬として薬効が承認され、ま
た1947年には数社の個別の申請に基づいて、流産防止剤に効能が追加拡大
されてからが問題発生の端緒となったものである。とりわけF　DAが1951
年にDESは妊婦が服用しても安全であるとのお墨付きを与え、新規参入
者にNDA（新薬承認）の登録義務を免除したこともあって、多くの中小
製薬会社までがこぞって市場参入をしたのであった。1947～52年までに85
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も社、1952年末には191社、1954年までに267社、最終的に287社が参入した
ともいう。これらの中には、互いに製品を融通しあったものも多く、ブラ
ンドもっけていなく一般名で売っていたところも多かった（10）。
　ところがその後1971年になって、妊娠期間中にDE　Sを妊婦が服用した
ときにその妊婦の子宮内にいた胎児であった女児の膣内及び子宮頚部に癌
種（＆denocalcinoma一腺癌）が30－90％の確率で発生し、その女児が成長し
て生殖能力を持っにいたる時期になって初めて、っまり10乃至12年のいわ
ゆる潜伏期間を経てこれらの身体的欠陥ないし疾病が発現することが判明
したのである。この事実に直面したF　DAは同年末にD　E　Sの妊婦による
服用を中止させる措置をとった。しかし、そのときには、発売から既に24
年が経っており、この間にDE　Sを服用した妊婦の数は150万から300万人
とも推定されている（11）。
　これと同時に、被告の製薬会社（販売会社を加える場合もある）を特定せず
に多数の彼等の連帯責任を問う共同不法行為（訴因としては、適切な試験と警
告を欠いたまま、欠陥商品を安全かっ有効な薬剤として互いの試験データに依拠し、業
界全体の安全基準に固執して製造、販売、拡販したとする）による損害賠償請求事
件として数多くの訴訟が提起されたのであったが、訴訟件数は、単独、ク
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ラス●アクション合わせて千件を超え、なお現在でも継続中のものも多い
（10）。最近では、第三世代、っまり母親のお母さん（祖母）がD　E　Sを服
用し、そのため欠陥を持って生まれた自分の母親が異常出産（早産など）
で自分を生んだため・正常な身体ではない（Bowe事件では14週の早産により男
児に脳障害）として孫（この場合は当然女児ばかりということではなく男児も原告と
なりうる）からの訴えもあるようになった（12）。
2．共同不法行為理論の必要性
　D　E　S事件は製品の購入使用（服用、施薬）からヒトの一世代経って初め
てその欠陥が判明する（発現）という、他の製品とは際立って特異な性格
を有する事件である。同じく医薬品で妊婦の服用が胎児に障害を及ぼす点
で類似性の有るサリドマイド事件でも、その欠陥（身体への障害）が判明す
るのは出産時、っまり服用からせいぜい200数十日後にしか過ぎないのに
比べると、大きな違いかあることは容易に理解できよう。この特殊性は裁
判で事件の解決を図る場合に、被害者（サリドマイド事件と同じように、被害者
は製品の使用者ではなく母親の胎内にいた過失の全くない第三者ではあるが）が原告
となって訴える相手方である加害者（不法行為者）の製薬会社が特定できに
くいということになって現れる。っまり、長い年月が経っにっれ、服用し
た母親の記憶も薄れ、製薬会社はおろか医師や薬局も特定できず、場合に
よっては母親や医師、薬剤師の中にはこの世にいない者もあるということ
にもなり、一方、製薬会社の方では資料を処分してしまっていたり（法律
では5年間の保存義務のみ）また医師の方でもカルテを処分してしまっている
などの当然の事情もあるからである。とりわけこのDE　Sは多くのメーカー
が市場参入したためもあって、ブランド名ではなく一般名で売られること
が多く、薬局では処方箋に基づいて手持ちのD　E　Sならメーカーに関係な
く何でも調剤していたというので、製薬会社の特定はまず不可能に近いこ
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とであった。中には合併や倒産したりして消えてしまっている会社もある。
このように加害者である製薬会社の特定を求めて証拠の保全に時間をかけ
ると、時効の問題すら生じてくる。
　このような状況から、D　E　S事件は、当初は裁判になってからも原告敗
訴の判決が続いたのも当然と言えば言える。しかし、あま・りにも多くの被
害者が原告として裁判の場に現れるようになると間題は社会問題となって
くる。しかもこれらの被害者はいずれも過失なくして苦しみを味わわされ
ているのである。彼女（第三世代の事件では彼という場合もありうる）らを何と
か救済する手立てはないものであろうか。かくてここに、不特定多数の不
法行為者を一括して訴えるという訴訟技術を用いざるをえなくなり、また、
民事上の共同不法行為に関する理論付けも必要になってくるのである（13）。
3．先導（伝統）的共同不法行為理論
　D　E　S事件以前に米国において、民事事件の共同不法行為理論として論
じられていたものは次の三乃至四理論であり、これらの各理論はいずれも
D　E　S事件の裁判の過程において引用されているものである（14）。初期の
D　E　S事件ではこれらの先導（伝統）的理論に立脚して判断が下されてい
たが（15）、しかしこのような古い形での事件処理で生みだされた理論はD
E　Sのような複雑な事件には適用できないとして、次の第4章で述べるご
とく新たな理論を模索する努力が、Califomia州などでは続けられた。ひ
とたびどこかの州でこのような新理論が導入されると、他の州の裁判にお
いても原告は、先導（伝統）的理論ばかりでなく、新たに形成、導入され
る新理論にも飛びっき、自らの主張を補強するのが常である。
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　　（1）Altemative　LiabilityTheory〔選択的責任理論〕
＜理論内容＞
　原告が複数の被告を、そのうちの誰がやったのかは特定しないまま訴え
た場合には、被告等が協力関係にあったにせよ、独立行動をとっていたに
せよ、立証責任は複数の被告等に転換し、自らの責任のないことを証明で
きないかぎり、被告等は全損害にっき互いに連帯して有責である（16）。
＜事件＞
・Summersv　Tice（1948）カリフォルニア州最高裁（17）
　三人の狩猟家が鶉狩りをしていたが、その中の二人が飛び立った鶉を狙っ
て同時に同一方向に向かって散弾銃を発砲し、誤ってもう一人の仲間に二
発の弾丸が当り、目（重傷）と唇を傷っけてしまった。しかし二人の中の
どちらの弾丸が当たったのか、とりわけ重傷の目に当たったのは誰の弾丸
かは不明であった。原告には過失はないとされた。
・YbarravSpangard（1945）カリフォルニア州最高裁（18）
　数人の医師及び看護婦によって盲腸の手術が行われ、患者が右肩に傷害
を受けてこの為右腕が麻痺してしまったが、手術の間、患者は固定され麻
酔注射をうたれて意識がなく、したがってどの医師や看護婦によって傷害
を受けたのか患者には被告を特定できなかった。
＜D　E　Sへの適用困難な理由＞
　Summersの場合、真の加害者の特定できる確率は1／2であり、Ybarraの
場合でもせいぜい数分の一であるが、DE　Sの場合には1／200～1／300とな
り、しかもそれぞれが市場参入、撤退の時期などが異なっている。これで
は全製薬会社に等しい連帯責任を課す合理性に欠ける。損害賠償の負担割
合も被告の数で均等分割されるとしたら、大企業も小企業も同等に扱われ
てしまうことになろう。
　また、この理論の前提としては、被告の方が原告よりも証拠提出上有利
な立場にあると見られているのに共謀して特定の加害者を隠しているよう
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な場合、被告に一律に連帯責任を課すために採られた理論なのであるが、
D　E　Sの場合には、被告製薬会社が原告の被害者よりも加害者を特定する
上でより詳細な情報が与えられていたとは言えない（19）。
　　（2）ConcertofAction　Theory〔協働行為理論〕
＜理論内容＞
　被告等は、暗黙裡に互いに協力して同一行動をとっていたので、たまた
ま傷害の直接の加害者ではなかったとしても、直接の加害者と同様に彼ら
と連帯して有責である（20）。
＜事　件＞
・Orserv　Vierra（1967）カリフォルニア州控訴審（21）
　野鴨狩猟クラブのメンバー等三人がクラブハウスに隣接した池の水鳥を
狙って発砲し、誤って農夫を殺してしまったが、三人のうち二人は同一の
拳銃を交互に使用したことが判っており、その拳銃の弾丸が当たったもの
であった。しかし他の一人も同時に別のライフル銃で同一方向に撃ってい
たので、その弾丸は当たらなかったとはいえ当たる可能性はあったと見ら
れた。
（当日狩猟に参加した他のメンバーやクラブハウスの所有者と賃借人も訴えられたが、
彼らは実質的な助け合いや励まし合いをやっていなかったとして責任を免れた。）
＜DE　Sへの適用困難な理由＞
　各製薬会社は、他社の行為が不法もしくは危険なものであることを知り
ながら、互いに援助し、激励したりしてはいなかった。っまり、製薬会社
間には、不法行為にっいての相互の契約関係や暗黙の了解は存在してはい
ない。1940年にD　E　Sの販売をF　D　Aに申請する際には確かに契約関係の
如きものは存在していた。しかし、その後1947年に流産防止剤として発売
を開始したときには製薬会社間の契約関係を示すものはないのである。つ
まり、parallelactionはあってもactinginconcertのレベルのものではな
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かったのである。この理論は、特定の加害者が判明しているときに責任を
グループレベルにまで拡大するための理論であり、特定の加害者が判明し
ていないD　E　S事件の場合とは異なるものである（22）。
　　（2）’Civil　ConspiracyTheory〔民事共謀理論〕
＜理論内容＞
　複数の被告が不法目的で協働行為により、あるいは、それ自体は不法で
はない目的を不法な手段によって実行するために結合した場合、被告等は
連帯して有責である。
　Concert　Theoryと同旨の範疇に入る理論である。
＜事　件＞
・Raduev　Di11（1976）　ウィスコンシン州最高裁（23）
　ある役人への使用に供するために小切手を発行した被告である会社の株
主二人が、検察の調べを受けた際、共謀して、その小切手は原告に対する
会社からの支払われるべき手数料として原告からの依頼でその役人に渡し
たものであると説明したため、原告は、信用（reputation）と商売（trade）
と職務（profession）を傷っけられたとして株主二人を訴えたもの。
＜DE　Sへの適用困難な理由＞
　被告の製薬会社等が、明示的にせよ黙示的にせよ、協力してF　DAの承
認を得たとか、DE　Sの安全性と効能にっいても協力して不当表示したと
は言いえない。っまりparallelbehaviorのみでは、彼ら製薬会社間の契約
関係を立証できない。
　1941年の最初のDE　SのF　DAへの申請時、っまり流産防止剤ではなく
更年期障害を薬効とした申請に当たって、よしんば彼らの間に緊密な協力
関係があったとしても、その合意が、1947、48年での薬効追加申請（流産
防止剤）時にまでその関係がそのままの形で及んだとは考えられないこと
である。さらにその後の時点で新規に市場参入した後発メーカーに対して、
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先発メーカー間の協力関係の責任もまた追求することはできない（24）。
　　（3）　Enterprise　Liabi”ty　Theory／Industry－wide　Liability　Theory
　　　　〔事業責任理論／業界全体責任理論〕
〈理論内容＞
　被告会社等は、個別に行動していたとしても、　（i）　安全管理で業界
基準に従っていたし、　（ii）　業界では、安全に関するラベル作成などで
役割分担し、　（iii）　製品の製造設計での協力関係もあり、従って、各被
告等は、全体でリスク管理に当たっていたと言えるので、連帯して有責で
ある。
＜事　件＞
・Hall　v　E．L　Du　Pont　de　Nemours＆Co．，Inc．（1972）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　連邦ニューヨーク地裁（25）
　二つの事件が併合されたものである。最初の事件（Chance事件）では、
13人の子供たちが玩具のピストルで遊んでいたところ、雷管が破裂して、
別々の12の場所（10州）で、別々の時期（夢55年と’59年の間）に怪我をした。
大手業者6社と雷管製造業会が訴えられたが、被害者等は、どこの雷管メー
カーのものが破裂したかを特定できなかった。もう一っの事件（Hall事件）
では、43人の原告が230の要求をDu　Pontをはじめとする全米雷管製造業
各社とその協会合わせて15の被告に対して訴えた事件である。この事件で
は原因となった雷管を製造したメーカーが裁判の過程で最後には特定され
たが、他の業者の協力関係が問題となった。
　両事件は全米で別々の18カ所に発生した事故に関するものである。
＜DE　Sへの適用困難な理由＞
　米国の雷管の製造業者の数は10数社（うち6社が有力な業者）であり業界
を形成していたが、D　E　Sの場合、200～300の製薬会社がばらばらに1947
年から71年の24年間に市場参入と撤退とを繰り返していたので、特定の業
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界なるものが形成されていたわけではなかった。また、DE　Sの多数のメー
カーが業界の安全管理で役割分担をしていた事実もない。彼らはF　DAの
安全基準に従って製造販売していた同業者にすぎない（26）。
4。D：E　S裁判で形成された新共同不法行為理論
　既存の共同不法行為理論をもってしては適用が困難なD　E　S事件の解決
にあたって、各裁判所では、いずれも被害者救済の見地に立って、新しい
理論を形成する必要に迫られていた。加害者が特定できないことを原告側
の不利として取り扱うと、落ち度も罪もない被害者たちの訴えが却下され
てしまうからである。被害者の数も多く、早くから多くの事件が提起され
ていたカリフォルニア州の裁判所を中心に、次々と新しい理論の形成が試
みられてくる。
　（1）MarketShare　LiabilityTheory〔市場占拠率責任理論〕
＜事　件＞
・SindellvAbbottLaboratories（1980）　カリフォルニア州最高裁（27）
＜理論内容＞
　被告製薬会社等は、自らは原告の傷害をもたらした製品を製造販売しな
かったと立証できない限り、関連する市場、時期において製造、販売した
自社製品のマーケットシェア（市場占拠率）に応じた割合によって、原告の
損害を賠償する責任が有る。その理由とするところは次のとおりである。
・完全に責任のない原告と、過失が有る被告等とを比べて見れば、被告等
　こそ傷害のコストを負担すべきなのは、より広い政策的見地（abroader
　policystandpoint）から見て正しいことである・
・メーカーは製品の欠陥を発見し、匡し、警告するのに最適な立場に有る。
　彼らに法的責任を課することは、製品の安全性を高めるincentiveを与
一11一
281米国における民事共同不法行為新理論の形成（岡本）
　えることになる。
・各メーカーの傷害に対する法的責任は、その製造する製品に因って与え
　られた損害と、ほぼ（approximately）等しくなるであろう。
・被告は他の業者を相被告に加えるために訴えてもよい。かくしてパーセ
　ンテージの精度は高められる。
＜評　釈＞
　理論としてはよいとしても、現実にどうやって各社のマーケットシェア
を決めることができるのか。全ての被告会社が記録を持っているわけでは
なく、とりわけ、時期・地域別の精確なシェアを算出するのは至難のこと
であろう。マーケツト全体の正確な評価すら難しいことである。もし算出
できたとしても、大変な費用と時間がかかることになろう。流産防止剤以
外の安全だとされている他の効能にだけ販売されたDE　Sを更に区別する
ことも困難なことである。
　また、安易にマーケットシェアで責任を問えるのであれば、苦労して被
告の加害者を特定できた原告よりも、そのような努力を放棄して多数の被
告を訴えただけの原告の方を優遇する結果となりかねない。これでは原告
は加害者である被告を特定する努力をしなくなろう。
　被害老の救済を重点に考えると、メーカーのシェアは実際のものよりも
比例的に拡大せざるをえないことになる。なんとなれば、100％の補償を
目指せばどうしても各メーカーのシェアは、実際よりも水増しせざるを得
ないことになるからである。こうなると、彼等にとっては実際に冒した責
任以上の賠償額負担となってしまうだろう。選択責任理論の下においては、
各被告は特定の状況の下で特定の原告に対して少なくともなんらかの関係
を持ちうる立場にあり、その意味では過失を有していたと言えるが、
マーケットシェア理論の下では、特定の原告に対して実際には責任のない
被告にまで責任を押しっけられることを認めざるを得ないということにな
る（28）Q
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　　（2）Modified　Concerted　Action　Theory〔修正協働理論〕
＜事　件＞
・BichlervEliLilly　AndCo．（1982）　ニューヨーク州最高裁（器）
＜理論内容＞
　ConcertedActionTheoryに基づくべしとするが、その理論付けとして
は、被告会社等の意識的並行行為（parallelactivity）を現実の合意があった
ものと見なすとする。
＜評　釈＞
　並行行為をしたという事実だけで合意が有ったものと見なされるのであ
れば、全てのPL事件はそうなり、同業者は連帯責任を問われるであろう
（30）。
　　（3）Comparative　NegligenceTheory／Proportionated　Risk（Risk　Ass－
　　　essing）Theory〔比較過失理論／危険負担割合（危険評価）理論〕
＜事　件＞
・Collinsv　EliLilly　AndCo．（1984）　ウィスコンシン州最高裁（31）
＜理論内容＞
　被告の法的責任の合計、っまり原告の全損害額は、各被告の過失の割合
によって決められるべきである。過失を言うことは、厳格責任理論とは矛
盾はしない。っまり、ここで過失の割合というのは、
　・製品の安全性と効能のテストをしたか否か
　・FDA認可取得における果した役割の程度
　・マーケットシェアの大小
　・製造や販売で先導的役割を果したか、あるいは単なる追従者にすぎな
　　かったか
　・警告を発したか
　・製品の危険性が判明したときから、または、危険を知りうるべき時点
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　　以降も製造、販売を続けていたか否か
　・傷害の危険を少なくするために何らかの手段を講じたか否か
であって、厳格責任の法理によって欠陥製品を製造、販売したこと自体を
過失と見て、その負担割合を決めるための尺度として上の事実を考慮する
のである。
　一方、原告の方は、厳格責任の法理から、次の五っの事実を立証するだ
けでよい。
　①メーカーの手を離れたときから製品が欠陥を有していたこと
　②製品が使用者や消費者にとって、不合理的に危険なものであったこ
　　　と
　③製品の欠陥が原告の傷害や損害の原因であったこと
　④メーカーが製品の製造、販売に関与していたこと、または、逆に、
　　　この取引がメーカーの主要業務ではなく極めて稀な別段の取引では
　　　なかったこと
　⑤　製品は、売られたときのまま何ら実質的な変更を施されずに使用者
　　や消費者に渡るものだとメーカーが想定していたものであること
　原告は一社をそのマーケットシェアに関係なく訴えることができる。原
告は、primafaciecase（一応自分に有利な事件）であることを証明するだけ
で、立証責任は被告に移り、被告が自らがその時期にその地域でD　E　Sを
製造販売していなかったことを証明できない限り、責任を課せられること
になる。一社のみが訴えられてしかも責任を巧く逃れられなかった場合に
は、その一社が全責任を引き受けることになる。もし複数の会社が被告に
なったときの責任の割合は、陪審が決めることになる。
＜評釈＞
　少数の被告の場合ならともかくも、何百という被告を相手にしてこの理
論を当てはめていわゆる過失の割合を計算するのは実際上むずかしく一般
的ではないであろう。伝統的な立証手順を省略して単純な可能性で責任が
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決められてしまうので、不法行為の原則を逸脱することになるし、その反
面、訴訟コストは高くなるという矛盾をかかえる（32）。
　　（4）　MarketShare　Alternative　LiabilityTheory
　　　　　　　　　　〔市場占拠率選択的責任理論〕
＜事件＞
・MartinvAbbottLaboratories（1984）　ワシントン州最高裁（認）
＜理論内容＞
　まず被告等のマーケットシェアが互いに同等であるとの仮定に立って、
被告の数で割った割合分だけ各被告に責任があると見なす。次いで、各被
告は、自らが原告の言う特定地域でのマーケットシェアを立証してその責
任を縮減することができる。立証に失敗した被告等は、残りのマーケット
全体を等分に負担するということになる。各被告は、他のメーカーを加え
ることによって自らの仮定されたマーケットシェアを縮減してもよい。こ
の結果、全被告が縮減に成功して原告の損害の100％の回復が期待不能と
なったとしてもやむをえない。
　例えば、原告の損害額が10万ドルでXとYの両者のみが自分たちの責任
の無かったことの証明ができずに被告の地位に留まったと仮定した場合、
もしこの両者とも自分たちのマーケットシェアを立証できなければ、両者
のシェアはそれぞれ50％と推定されそれぞれ5万ドルずっ賠償金を支払わ
なければならない。もしXが20％のシェアの証明に成功したが一方のYは
自己のシェアを証明できなかったとした場合には、Xは2万ドル支払うだ
けでよいが、Yは残りのシェアの80％を占拠していたと推定され8万ドル
を支払わなけれぱならない。しかし、Xが20％のシェアを、またYが60％
のシェアをそれぞれ証明できた場合には、Xは2万ドル、Yは6万ドルの
支払いとなり、原告は100％の回復はできないことになる。この残りの20
％のシェアは原告が訴えることのできなかった不明の被告（umameddefen一
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dants）の責任であるとされる。
　原告は、D　E　Sの販売時期、地域に関する事実を証明できなくともよい。
母親が服用したD　E　Sのタイプ（投薬量、色、型、マーク、サィズその他特定す
べき特徴）のみを主張するだけでよい。
　原告は、たった一人の被告だけを以下の要素（elements）を証明して訴え
るだけでよい。後は被告の立証責任の問題となる。
　①原告の母親がDESを服用したこと
　②DESが原告の傷害の原因となったこと
　③原告の母親が服用したDESと同じタイプのDESを被告が製造、
　　販売していたこと
　④DESを製造、販売する被告の行為が、原告に対する法的に認識さ
　　れた義務違反を構成すること
く評釈＞
　原則的には選択的責任理論に基づいて、被告の数で損害額を等分するこ
とから始め、被告の立証により自らのマーケットシェアを証明してその責
任の割合を縮減できるという点や、他の同業者を訴訟の場に引き摺り込む
など、被告の責任回避に対するインセンティブに期待する巧妙な理論であ
るが、圧倒的なシェアを持っ大企業はむしろ等分割合で満足してしまうの
ではなかろうか。中小企業に立証責任の負担がかかる結果になろう（鋤。
　（5）　Substantial　MarketShare　LiabilityTheory
　　　　　　　　　〔実質的市場占拠率責任理論〕
＜事件＞
・Brown　v　Superior　Court（Abbott　Laboratories）（1988）
　　　　　　　　　　　　　　　　　カリフォルニア州最高裁（35）
＜理論内容＞
　マーケットシェア責任理論は連帯責任ではなく個別・単独責任として適
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用すべきである。もし全ての製薬会社が訴えられなかった場合、マーケッ
トシェアによって示される責任割合の合計が100％に充たなく、そのため
被害者である原告の損害額を完全に回復できなくとも、やむをえない。
＜評　釈＞
　マーケットシェア責任理論を初めて唱えたSindellv　Abbott事件の裁判
官Mosk判事が、従前の判決で示した自らの理論が充分に理解されていな
かったとして、批判に答える形で、前理論の補足として唱えた理論である。
とりわけMartinvAbbott事件で連帯責任の不合理さを数字をもって批判
されたことに対する弁明とも見られる。しかし、この理論では、被告が他
の会社を訴えて自己の責任割合を縮減しようとするインセンティブを無く
してしまうのではなかろうか。
　なお、この事件での判示の一つとして、製薬会社の厳格責任を想定した
根拠として従来理解されたきたRestatement（2nd）of　Torts　§402A
Comment　kを見直して、知り得た危険を警告しないというのは製薬会社
の厳格責任ではなく、過失責任であるとして、このCommentの厳密な適
用を提言しているという観点からも、製薬会社側から注目されている判決
である（36）。
　　（6）　National　MarketShare　LiabilityTheory
　　　　　　　　　　〔全国市場占拠率責任理論〕
＜事件＞
・HymowitzvEi1LillyAndCo．（1989）　ニューヨーク州最高裁（37）
＜理論内容＞
　国家全体のマーケットシェアをもって各被告の法的責任の割合とする。
各被告の責任は連帯ではなく個別責任である。100％被害者の損害が回復
できなくともやむをえない。かくて社会全体に対して及ぼした傷害への危
険の総額が、測定できることになる。
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　製造会社が免責されるのは、製品を流産防止剤としては販売しなかった
ことを証明できた場合だけである。特定の個人、薬局、地域には売らなかっ
たことが証明されても、それだけでは免責されない。
＜評　釈＞
　実際に特定の州で特定のメーカーが与えた損害と、それを負担すべき責
任とが当然として異なってくる。また、特定の原告に対して被告がなした
行為とその責任負担との法的な繋がりの論理を欠くことにもなろう（謝。
その意味では、不法行為理論の中では最も急進的な理論ともいえる（39〉。
おわりに
　DE　Sという、これまでに予想もされなかった長期間の潜伏を経て発現
するP　L事件に直面して、1970年代、80年代の米国法曹界は、従来の民事
共同不法行為理論の見直しと、新たな理論の形成づくりに揺れ動いた。そ
の中では、なんと言ってもCalifomia州のMosk判事が、Sindellv　Abbott
事件の判決で示したマーケットシェア理論が画期的なものであったことは
言うをまたない。相次いで提唱されたその他の新理論は全てこのマーケッ
トシェア理論の亜流と言って悪ければ、この理論に触発されこの理論を補
強するために考え出されたものであるとも言える。
　これらの次々と打ち出された新しい理論も、しかし、最近の判例の流れ
を見ている限り1990年代に入ると一段落してしまうようである。それどこ
ろか、SmithvEi1L皿y＆Co．560N．E，2d324に見るように、これらの
一連の新理論の批判の上に立って、先導（伝統）的理論の見直しを強く示
唆する立場も見られる程である。このSmith事件で111inois州の最高裁が判
決文で述べているところによれば、前掲のマーケットシェア理論をはじめ
とする各新理論を採り入れているのは、わずかにCalifomia，Washington，
Wisconsin州とNewYorkの4州と、若干の連邦地裁（SouthDak・taなど）
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に過ぎないということである。
　米国の場合、Cahfomia州のような大きな州の動向がともすれば全米を
代表しているかのごとくわれわれ日本人には受け取られがちであるが、米
国は各州がそれぞれの法体系と司法組織を有して独立の動きをしていると
いうことも忘れてはならない。しかしともかくも、D　E　S事件で示された
次々と導入される法理論づくりの動きは、理論としては精緻さに欠けると
ころもある反面、米国のエネルギッシュな逞しさと若さとを示すものとし
て興味が深い。
〔注記〕
（1）　（社）社会経済国民会議「製造物に関する企業と行政の責任」他。
（2）竹内昭夫編「わが国の製造物責任法」他。
（3）東京地裁昭和53年8月3日判決（スモン東京）、東京地裁昭和60年3月27日判
　決（筋肉短縮症山梨）他。まとめとしては「内外の判例に見る製薬会社の警告義
　務」医薬品企業法務研究会『リーガルマインド五周年記念論集』P65－78参照。
（4）ジュリストNα427，P50以下（森島昭夫）。
（5）　「第402条A（利用者または消費者の物理的損害に対する製品の売主の特別責
　任
　　①利用者または消費者もしくはその財産に対して欠陥状態にあり、かっ不合
　　　理に危険な状態にある（inadefectiveconditionu皿easonablydangerous）
　　　製品を販売する者は、それによってひき起こされた最終の利用者または消
　　　費者もしくはその財産に対して生じた物理的損害にっいて、次の責任を負
　　　う。
　　　（a）売主がかかる製品を販売する営業に従事しており、かつ
　　　（b）製品が販売された時の状態と実質的な変化もなく利用者または消費者
　　　　に到達することが期待され、かっ、現に到達している場合。
　　②第1項の規定は、次のような場合でも、適用される。
　　　（a）売主が製品の製造および販売に当ってあらゆる可能な注意を払ったと
　　　　き、および
　　　（b）利用者または消費者が売主からその製品を買わなかった場合、または、
　　　　売主と如何なる契約関係にもなかった場合。
　　　　　（以下略）」
　　く以上訳文は、　r比較法政第8号」収載　1976年近畿大学比較法政治研究所の
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　翻訳文を引用。＞
（6）「注釈　j　指示または警告（Directions　or　Waming）
　　製品の不合理（不相当）な危険を防止するために、売主は製品の利用に関し容
　器上に指示または警告しておく必要がある。売主は、通常のアレルギー体質者、
　たとえば、卵またはイチゴアレルギー体質者はアレルギー体質を知っていると合
　理的に推定することができ、売主は通常のアレルギー体質者に対して警告する義
　務がない・しかし、当該製品は、多くの人々がアレルギーになる成分を含み、か
　っ、成分はその危険性が一般的に知られていないものであったり、また仮に知ら
　れていても、消費者が当該製品の中にそれを見っけることが合理的に考えられな
　いものである場合で、売主は自己がその成分および危険性の存在を知っているか、
　または、合理的で、発達した人間の技術と先見を応用することによってそれを知
　得できるならば、売主はそれにっき警告する義務がある。かっまた、毒薬または
　他の理由により不当に危険な製品の場合にも、利用にっいての警告が必要である。
　　しかし、売主は、製品が法外に大量に消費され、または長期間にわたって消費
　される時だけ危険または危険の可能性がある場合、その危険または危険の可能性
　が一般的に知られ、かっ、認識されている時には、かかる製品または製品の中の
　成分にっき警告する義務はない。さらに、たとえば、濃い鮨肪のような物質を含
　んでいる食物の成分が長期間にわたって人間の心臓に有害な影響をもたらすと同
　様に、酒精飲料の危険性もまたその一っの例である。
　　警告がなされた場合、売主は警告が読まれ、かっ、注意されると合理的に推定
　することができる。かかる警告のある製品は、それに従うときは使用のため安全
　であるから、欠陥状態にあるとはいえず、また不合理に危険であるともいえない。」
　＜近畿大学比較法政研訳＞
　　　「注釈　k　避け難い危険な製品（Unavoidably　Unsafe　Products）
　　現在の人間の知識の状態では、その意図され、かっ、通常の利用のため安全で
　あるようにすることが全く不可能な製品がある。これらは、特に医薬品の分野で
　みられることである。顕著な例は、狂犬病（Rabies）の予防接種処置のための
　ワクチンがあり、これを注射した場合、非常に重大で、かっ、被害を与える結果
　となることが稀ではない。この病気自体は必ず恐ろしい死にっながるから、この
　ワクチンが含んでいる不可避的な高程度の危険にもかかわらず、このワクチンの
　販売と使用の両方が充分に正当化されている。かかる製品は、適切に調整され、
　かっ、適切な指示と警告を付されていれば（properly　prepared，and　accom－
　panied　by　proper　directions　and　waming）欠陥があるとはいえず、また不合理
　に危険であるともいえない。同じことは、他の多くの医薬品、ワクチンおよび同
　類の物にっいてもいえることであり、このためにこそ、かかる製品は、法律上医
　師以外に売却されてはならないし、また医師の処方がある場合しか売却してはな
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　らないのである。このことは、また、特に多くの新薬や実験段階中の医薬品にっ
　いてもあてはまる。これらにっいては、充分な医学的経験の時間と機会を欠くた
　めに安全性またはおそらく成分の純粋性についてさえも保証はないが、それまで
　の経験で、医学的に承認できるような危険があるにもかかわらず、その医薬品の
　販売と使用が正当化されている。さらに、かかる製品の売主は、事態がそれを要
　求する場合、かかる製品が適切に調製し、販売され、かっ適切な警告が与えられ
　るとの条件を満たしている限り、売主が明らかに合理的な危険を伴うことを知っ
　ているが、明らかに有用かっ欲求する製品を公衆に供給したという理由だけで、
　その使用に伴う不幸な結果にっき厳格責任を問われることはない。」　〈近畿大学
　比較法政研訳＞
（7）「内外の判例に見る製薬会社の警告義務」医薬品企業法務研究会『リーガルマ
　インド五周年記念論集』P79以下参照。
（8）分子式：CBH2。021構造式は次のものである。
OH ／
　　　　CH2CH3
＼
／一＼　／ ＼ OH
CH3CH2
（9）申請当初の適応症は、①更年期傷害、②老人性膣炎、③淋病性膣炎、④乳分泌
　停止の4っであった。
（10）607P。R．2d925，420A．R．2d1310－12，342N．W．2d43－4，343N，W．
　2〔1166，436N．E．2（1183－184，539N．E．2（11072，689P．2（i373－74，560N．
　E．2d327－8　他参照。
（11）Fordham　LawReview（607P．R．2d927が引用）。
（12）Bowe　v　Abbott　Laboratories，Inc．（608N．E．2d　223），Sparapany　v
　Rexall（618N．E．2（11098）など。
（13）607P．R．2d926他。我国初期の論文としては、ジュリスト㎞733，P122以下
　（淡路剛久）など。
（14）とりわけSindellvAbbott　Laboratories事件でこれらの先導的理論に原告側が
　依拠しようと試みた。（607P．R．2d928以下）
（15）例えば、Ferringo　v　Eli　Lilly　And　Company420A．R．2d1305（1980）
　はaltemative　liability理論に依拠し、また、Abel　vEli　Lilly＆Co．343N．W．
　2d164（1984）はconcert　action理論に依拠した判決を下した。なお最近の判例で、
　マーケットシェア理論やその亜流の各理論の批判の上に立って、従来の先導（伝
　統）的理論を重視した判例として、Smith　v　Eli　Lilly＆Co．（1990），560N．E．
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　　2d324が注目される。
（16）この理論は、Restatement（2d）of　Torts§433B（3）（1965）に取り入れられた。
（17）　33Cal。2（i80，199］P．2（11。
（18）　25Ca1．2d486，154P．2（1687。
（19）607P．R．2d928－31，342N．W．2d45－6，689P．R．2d375－7他。
（20）この理論は、Restatement（2d）ofTorts　§876（a）一（c）（1977）に取り入れら
　　れた。
（21）　60Cal．708。
（22）607P，R。2d931－3，342N．W．2d97，689P．R．2d379－80他。
（23）246N．W．2d507。
（24）342N．W．2d47他。
（25）　345F．Supp．353。
（26）607P。R．2d933－5，342N．W．2d47，689P．R．2d379－80他。
（27）　607P．2（i　g24。
（28）342N。W．2d48－9，689P．R．2d380－1，560N．E．331，337－45他。
（29）436N．W．2d182。
（30）539N．E．2d1076　他。
（31）342N．W．2d37。
（32）539N．E．2d1076－8，560N．E．2d333－4　他。
（33）　689P．2（i3680
（34）539N．E。2d1077，560N。E．2d332－3　他。
（35）　751P．2d470。
（36）539N．E。2d1076、医薬品企業法務研究会P　L特別研究部会報告書　P105－8、
　　中井一士「製造物責任立法と医薬品」P68－72　他。
（37）　539N．E．2d1069。
（38）539N．E．2d1078。ニューヨーク州最高裁Wachtler判事は自らの理論の限界を
　　充分に認識した上で、なおかっ一般大衆大多数に対して被告等が造出した傷害に
　　対する危険の大きさで測定した各被告の全体の責任に見合うものとして、このよ
　　うに全国マーケットシェア理論の導入を提唱したものである。
（39）　560N．］E｝．2（13340
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